2009年度介護報酬改定に関する自治労の見解と取り組みについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

１．2009年度介護報酬改定をめぐる状況と自治労の取り組み経過について
　　社会保障審議会介護給付費分科会は、2008年12月26日介護報酬改定案を了承した。

2009年度の介護報酬改定は、過去２回のマイナス改定の影響などによって介護労働者の人材不足が深刻化し、制度の存続自体が危惧される状況に至っていることから、介護労働者の処遇改善による介護人材の確保と定着が介護報酬改定議論の焦点となった。
この間、第169通常国会では「介護従事者処遇改善法」が成立し、「介護従事者の処遇改善のための緊急特別対策」によって2009年度の介護報酬が3％引き上げられることになった。これにより、介護労働者の賃金を月20,000円引き上げることができると説明された。介護報酬のプラス改定は介護保険制度が施行されてからはじめてのことである。

自治労は、介護人材の確保が今回の介護報酬改定の最大の課題と考え、「福祉人材確保

キャンペーン」を展開し、「福祉人材確保署名」（６４万５千筆）などの取り組みを背景に以下の2点を中心に取り組んできた。

①介護労働者の確保・定着が可能な介護報酬水準の確保

②介護報酬の介護労働者への適正な配分が可能な仕組みづくり

２．介護報酬改定率について

　　①について、３％という改定率の水準は、介護労働者の処遇改善を実施する上では、不十分であると評価せざるをえない。深刻な人材不足を解消するためには、過去２回のマイナス改定（2003年△2.3％、2006年△2.4％）を復元した上で、さらなる上積みが必要であると考える。審議会議論を無視する形で政治的に改定率を決定しただけに、政府の責任は重いと考える。
　さらに、このプラス３％を原資とする配分についても、問題が山積している。

たとえば、介護予防支援がわずかプラス３％改定されただけで、軽度者への配分が実

施されず、もっぱら中重度へ配分されている。中重度への傾斜配分は、前回報酬改定か

らの既定路線であり、今回の改定据え置きによって事業撤退が進み、次回法改正時における軽度者切捨てにつながるという懸念がある。

　自治労は、すでに指摘されている問題点及び介護現場における議論をふまえ、運用の

改善及び次期法改正時、介護報酬改定時の課題について取り組みを強化する。

３．介護報酬改定と介護労働者の処遇改善について
今回のプラス3％引き上げは、保険財源の外に税財源を確保し、「介護従事者の処遇改善」を図ろうとする特殊な形態をとっている。したがって、最大の課題は介護報酬の改善が、対策の目的である「介護従事者の処遇改善」に使われるかどうかである。

経営者側を中心に、性善説にたって経営者の良識に全てを委ねるべきだという主張がなされてきたが、1200億円という公費を投入する以上、報酬改定を介護労働者の処遇改善に確実に誘導するための仕組みづくりが必要であると考える。

自治労は、国が人件費相当部分を開示し、ガイドラインを示すことによって介護労働者の賃金水準の改善を誘導すべきであると主張してきた。事務量の増大をともなわず、社会的な規制として機能することが期待できるからである。

ところが、社会保障審議会介護給付費分科会の「審議報告（たたき台）」では、国、事業者団体に「ガイドライン」の作成を求めたにもかかわらず、結局「審議報告」では「公表の手引きを作成するなどの取り組みを国が支援していくことも考えられる。」という表現に後退し、検証のための「調査実施委員会（仮称）」の設置を決定したものの、介護労働者への配分の仕組みは不透明なままに推移していることは遺憾である。

この点については、以下の事項を中心に取り組む。

　　　①政策目的及び財源の根拠が「介護従事者処遇改善法」であることから、「改善」が処遇一般に解消されることなく、端的に「賃金水準の改善」に反映されるよう取り組みを強化する。

　　　②国は、報酬改善を介護労働者の賃金水準の改善に誘導する仕組み作りを行うこと。

③検証機関は速やかに事後検証を実施し、継続的に公表していく仕組みを作ること。

　　④事後検証の結果、政策目的（介護労働者の賃金水準改善）が未達成の場合の対応を事前に示すこと。

４．常勤要件の見直しについて

　　　近年の介護職場では定着率の動向が変化し、正規職員の離職率が非正規職員の離職率に匹敵する状況となっている。このため、職員配置基準において「常勤」を要件としている事業所等では、正規職員の確保が困難になっている。

今回の報酬改定では、「事業運営の効率化」が提起され、たとえば、訪問介護事業所のサ－ビス提供責任者の常勤要件、夜間対応型訪問介護事業所のオペレ－タ－資格要件などについて規制緩和が実施された。

このうちサービス提供責任者については、指定基準に定められた業務以外にも多様な業務をこなしており、サービス提供責任者としての「質」を確保するためには、資格、研修、経験年数等の諸条件を確保しなければならない。

「特定事業者加算Ⅲ」により小規模事業所の常勤配置について最低限の歯止めはかかったが、ホ－ムヘルパ－のキャリアにとってきわめて重要なサ－ビス提供責任者を非常勤方式とすることは、もともと低い正規比率をいっそう低下させ、ホームヘルパーの社会的地位の向上を困難にするものであり、きわめて遺憾である。

現行の正規職員の非正規化の拡大を防止し、常勤を確保している事業所の実施水準を低下させないためにも、以下取り組みが必要であると考える。

①人材不足に対する緊急的措置として時限的に実施する。（3年：次期報酬改定まで）

　　　②非正規雇用への置き換えやサービスの質に対する影響の検証を速やかに実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

自治労は、2009年度介護報酬改定の主要な課題である介護労働者の処遇改善を通した

介護人材の確保及び介護サ－ビスの質の向上の実現に向け、全力をあげて取り組む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

2009年1月22日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

